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１ 基本的な考え方 
 

（１）業績等の監視の基本的な考え方 

事業者は、本事業において国から対象施設及び対象設備の整備、維持管理及び運用等の

実施を委ねられた事業主体として法令を遵守し、本件事業の安定的かつ継続的な遂行が求

められる。 

このため、国は、本件事業の適正かつ確実な実施を確保するための措置として、本件事

業の実施に関する各業務等の業績及び実施状況（以下「業績等」という。）について監視を

行い、各業務等の業績等が事業契約書に定める要求水準（以下「要求水準」という。）を達

成していること又は達成しない恐れのないことの確認を行うものとする。 

 

（２）改善要求措置等の基本的な考え方 

国は、事業者による業績等を監視した結果、事業者の責めに帰する事由により業績等が

要求水準を達成していない、又は要求水準を達成しないおそれがあると判断した場合に、

これを業務不履行として、事業者に対し改善勧告、支払の減額等の改善要求措置や契約解

除等の措置（以下、改善勧告以降を総称して「改善要求措置等」という。）を行う。改善要

求措置等は、その業務不履行によって生じる各機能の麻痺又は各機能に与える支障の大き

さ、ならびに同一の業務不履行が繰り返される等の重要度に応じて行うものとする。 

業務不履行に対する支払の減額は、「静止地球環境観測衛星の運用等事業 サービス対価

の算定及び支払方法」（資料－４）に示す内訳に従い減額する。 

 

（３）業績等の監視及び改善要求措置等の構成 

業績等の監視及び改善要求措置等は、以下のように構成される。 

・財務状況に関する業績等の監視及び改善要求措置等 

・対象施設及び対象設備の整備等に関する業績等の監視及び改善要求措置等 

・対象施設及び対象設備の維持管理等に関する業績等の監視及び改善要求措置等 

・本事業衛星の運用に関する業績等の監視及び改善要求措置等 

・事業終了時における業績等の監視及び改善要求措置等 
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２ 財務状況に関する業績等の監視及び改善要求措置等 
 

（１）業績等の監視方法 

国は、事業者の事業体制及び公認会計士等による監査を経た事業収支等の財務状況に関

して、事業者が安定的かつ継続的に本件事業を遂行できる状況にあるかどうかを確認する。 

 

① 監視項目及び判断基準 

監視項目及び判断基準は、原則として要求水準による。 

 

② 確認方法 

確認方法は書類によるものを基本とするが、必要に応じて事業者等に聞き取り調査

を行う場合がある。 

 

ア 書類による確認 

     事業者は、以下の提出書類を、それぞれの提出時期までに国に提出して確認を受

ける。 

なお、国は、事業の実施に重大な悪影響を与えるおそれがある場合など、必要に

応じて、事業者に対して追加の財務状況等に係る書類の提出、報告を求めることが

できる。 

 

 提出書類 提出時期 

① 事業者の定款 事業契約等の締結後７日以内、 

定款の変更後７日以内 

② 事業者の株主名簿 事業契約等の締結後７日以内、 

株主名簿の変更後７日以内 

③ 実施体制図 事業契約等の締結後７日以内、 

実施体制の変更後７日以内 

④ 事業者が締結する契約又は覚書等の一

覧 

事業契約等の締結後７日以内、 

一覧に変更が生じてから７日以内 

⑤ 事業者が締結する契約又は覚書等素案 契約又は覚書等の締結又は変更前

14 日以前 

⑥ 事業者が締結した契約又は覚書等の写

し 

契約又は覚書等の締結又は変更後７

日以内 

⑦ 株主総会の資料及び議事録又は議事要

旨 

株主総会の会日から７日以内 

⑧ 取締役会の資料及び議事録又は議事要 取締役会の会日から７日以内 
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旨（取締役会を設置している場合のみ）

⑨ 各事業年度における会社法第 435 条第

２項に定められる計算書類及びその附

属明細書類並びにこれらの根拠資料及

びこれらの計算書類と事業者の事業収

支計画の対応関係の説明資料、監査報告

書の写し、キャッシュフロー計画書 

定時株主総会の会日から７日以内 

⑩ 各事業年度の上半期に係る上記⑨に準

じた資料 

業務履行期間終了後２ヶ月以内 

⑪ ＰＦＩ－ＬＣＣの費用の項目及びその

算出根拠資料 

事業契約等の締結後７日以内、変更

が生じてから７日以内 

⑫ その他発注者が必要と認める書類 随時 

 

 

イ 聞き取り等による確認 

国は、書類による確認を行った結果、必要と認める場合には、専門家等による聞

き取り調査を実施することができるものとする。 

 

（２）改善要求措置等 

① 改善勧告等 

ア 改善勧告 

業績等の監視により、事業者の実施体制又は事業収支等の財務状況に要求水準の

内容と齟齬をきたす事実を確認した場合には、国は事業者に直ちにその改善・復旧

を行うよう改善勧告を行う。 

 

イ 改善・復旧計画の作成及び確認 

事業者は、国からの改善勧告に基づき、直ちに事業体制及び事業収支等の財務状

況を改善・復旧することを内容とする改善・復旧計画書を作成し、国に提出する。 

国は、事業者の提出した改善・復旧計画書について、事業体制又は事業収支等の

財務状況の改善・復旧ができる内容であるかどうかを確認する。なお、国は、事業

体制又は事業収支等の財務状況が改善・復旧できる内容と認められない場合、又は

内容が合理的でないと判断した場合は、改善・復旧計画書の変更、再提出を直ちに

行うよう求めることができる。 

 

ウ 改善・復旧計画の実施及び改善状況の確認 

事業者は、改善・復旧計画書に基づき、定められた期限までに改善措置を実施し、
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国に報告する。 

国は、改善・復旧状況を確認する。また、改善・復旧計画書において定めた期限

までに改善・復旧を確認できない場合は、再度前記アの改善勧告の手続きに戻る。 

 

② 契約解除 

国は、前記①の手続きを繰り返しても事業体制又は事業収支等の財務状況の改善・

復旧が明らかに困難と判断した場合は、本契約の解除を行うことができる。 

 

【財務状況に関する業績等の監視及び改善要求措置等の手続きフロー】 

 

要求水準の内容と齟齬を
きたす事実が存在する

事業開始

モニタリング

改善勧告

内容は適正か

改善・復旧が困難である

契約解除

Yes

Yes

No

No

No
Yes

改善・復旧計画書の提出

改善実施

改善されたか
No

Yes

業務の実施

改善・復旧が困難である

Yes

No
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３ 対象施設及び対象設備の整備等に関する業績等の監視及び改善要求措置等 

 

（１）業績等の監視方法 

国は、対象施設及び対象設備の整備等に関する業務について、業務の業績等が要求水準

を達成しているかどうかを確認する。 

 

① 監視項目及び判断基準 

監視項目及び判断基準は、原則として要求水準による。 

 

② 確認方法 

書類による確認と実地における確認を行う。 

 

ア 書類による確認 

確認する書類及び確認時期は以下のとおりとする。ただし、対象施設の整備にあ

たり、事業者が既存施設の賃貸借を行う場合等、下記の書類の提出が不要と認めら

れる場合はこの限りではない。 

なお、国は必要に応じて、事業者に対して対象施設及び対象設備に係る追加の書

類の提出を求めることができる。 

 

 提出書類 提出時期 

① 対象施設の設計図書 設計途中、設計終了時 

② 対象設備のシステム設計図書 設計途中、設計終了時 

③ 対象施設及び対象設備の実施工程表 設計途中、設計終了時、施工前 

④ 対象施設及び対象設備の実施工程表に

基づき適切に施工したことを示す進捗

状況報告書等の書類 

施工途中、施工後 

⑤ 実施工程表等に従い実施する試験・検査

結果の報告書等の書類 

各試験・検査終了時 

 

イ 実地における確認 

国は、必要と認めるときは、各業務の実施状況を実地において確認することがで

きる。 

 

（２）改善要求措置等 

① 改善勧告等 

ア 改善勧告 
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業績等の監視により、業務不履行が確認された場合には、国は事業者に直ちにそ

の改善・復旧を行うよう改善勧告を行う。 

 

イ 改善・復旧計画の作成、確認 

事業者は、国からの改善勧告に基づき、直ちに業務不履行の状態を改善・復旧す

ることを内容とする改善・復旧計画書を作成し、国に提出する。ただし、業務不履

行の改善に緊急を要し、応急処置等の実施が合理的であると判断される場合には、

事業者は自らの責任において応急処置等の適切な処置をとるものとし、これを国に

報告する。 

国は、事業者の提出した改善・復旧計画書について、業務不履行の状態の改善・

復旧ができる内容であるかどうかを確認する。なお、国は、業務不履行の状態が改

善・復旧できる内容と認められない場合、又は内容が合理的でないと判断した場合

は、改善・復旧計画書の変更、再提出を直ちに行うよう求めることができる。 

 

ウ 改善・復旧計画の実施及び改善状況の確認 

事業者は、改善・復旧計画書に基づき、定められた期限までに改善措置を実施し、

国に報告する。 

国は、改善・復旧状況を確認する。また、改善・復旧計画書において定めた期限

までに改善・復旧を確認できない場合は、再度前記アの改善勧告の手続きに戻る。 

 

② 契約解除 

国は、前記①の手続きを繰り返しても業務不履行の状態の改善・復旧が明らかに困

難と判断した場合は、本契約の解除を行うことができる。 
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【対象施設及び対象設備の整備等に関する業績等の監視及び改善要求措置等の手続きフロー】 

 

業務不履行が存在する

事業開始

モニタリング

改善勧告

内容は適正か

改善・復旧が困難である

契約解除

Yes

Yes

No

No

No
Yes

改善・復旧計画書の提出

改善実施

改善されたか
No

Yes

業務の実施

改善・復旧が困難である

Yes

No
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４ 対象施設及び対象設備の維持管理等に関する業績等の監視及び改善要求措

置等 

 

（１）業績等の監視方法 

国は、対象施設及び対象設備の維持管理等業務について、業務の業績等が要求水準を達

成しているかどうかを確認する。 

 

① 監視項目及び判断基準 

監視項目及び判断基準は、原則として要求水準によるが、業務不履行により発生す

る状態が本事業衛星の運用等において基本的な機能を損なう状態である「重大な事象」

と、それ以外に各機能に支障を与えるような状態である「重大な事象以外の事象」の

二つの事象に分類する。 

 

ア 重大な事象 

対象施設及び対象設備の維持管理等業務に関する重大な事象については、以下に

示すものである。なお、発生した事象が重大な事象であるか否かについては、予め

定めた基準により国が判断する。 

・維持管理等業務において、事業者の責により放射計データ又は通報局資料が国

へ伝送されない事象 

・維持管理等業務において、事業者の責により本事業衛星の基本的な機能が損な

われた状態となる事象 

 

イ 重大な事象以外の事象 

重大な事象以外の事象については、対象施設及び対象設備の維持管理等業務が要

求水準を達成していないことにより、各機能に支障を与えているか否かにより判断

する。 

 

②  確認方法 

  書類による確認と実地における確認を行うものとする。 

 

ア 書類による確認 

確認する書類及び確認時期は以下のとおりとする。 

また、国は、必要に応じて、事業者に対して対象施設及び対象設備の維持管理等

業務に係る追加の書類の提出を求めることができる。 
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 提出書類 提出時期 

① 維持管理等業務計画書 運用開始前 

② 年間保守計画書 各事業年度開始前 

③ 月間保守計画書 対象月開始前 

④ 週間保守計画書 対象週開始前 

⑤ 年間保守結果報告書 対象年度終了後１ヶ月以内 

⑥ 月間保守結果報告書 対象月終了後７日以内 

⑦ 週間保守結果報告書 対象週終了後１日以内 

  

イ 現地における確認 

国は、必要と認めるときは、対象施設及び対象設備の維持管理等業務の実施状況

を実地において確認する。 

 

（２）改善要求措置等 

① 改善勧告等 

ア 改善勧告 

業績等の監視により業務不履行が確認された場合、国は、事業者に直ちにその改

善・復旧を行うよう改善勧告を行う。 

 

イ 改善・復旧計画の作成、確認 

事業者は、改善勧告に基づき、直ちに業務不履行の状態を改善・復旧することを

内容とする改善・復旧計画書を作成し、国に提出する。ただし、業務不履行の改善

に緊急を要し、応急処置等の実施が合理的であると判断される場合には、事業者は

自らの責任において応急処置等の適切な処置をとるものとし、これを国に報告する。 

国は、事業者の提出した改善・復旧計画書について、業務不履行の状態の改善・

復旧ができる内容であるかどうかを確認する。なお、国は、業務不履行の状態が改

善・復旧できる内容と認められない場合、又は内容が合理的でないと判断した場合

は、改善・復旧計画書の変更、再提出を直ちに行うよう求めることができる。 

     また、事業者から直ちに改善・復旧計画書が提出されない場合は、②の再改善勧

告等の手続きに移行する。 

 

ウ 改善・復旧計画の実施及び改善状況の確認 

事業者は、改善・復旧計画書に基づき、定められた期限までに改善措置を実施し、

国に報告する。 

国は、改善・復旧状況を確認する。また、改善・復旧計画書において定めた期限

までに改善・復旧を確認できない場合は、②の再改善勧告等の手続きに移行する。 
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② 再改善勧告等 

ア 再改善勧告 

国は、前記①の改善勧告等の手続きによっても改善・復旧が確認できない場合は、

期限を定めて事業者に対して再改善勧告を行う。 

 

イ 改善・復旧計画の作成、確認 

事業者は、再改善勧告に基づき、直ちに業務不履行の状態を改善・復旧すること

を内容とする改善・復旧計画書を作成し、国に提出する。当該改善・復旧計画書に

おいては、業務不履行未改善の原因を明記しなければならない。 

国は、事業者の提出した改善・復旧計画書について、業務不履行の状態の改善・

復旧ができる内容であるかどうかを確認する。なお、国は、業務不履行の状態が改

善・復旧できる内容と認められない場合、又は内容が合理的でないと判断した場合

は、改善・復旧計画書の変更、再提出を直ちに行うよう求めることができる。 

また、事業者から直ちに改善・復旧計画書が提出されない場合、又は提出された

改善・復旧計画書の内容がその変更を求めても改善・復旧することが明らかに不可

能であると認められる場合には、事業者との協議によって、業務不履行となった業

務を受託又は請け負っている構成員若しくは協力会社を、他の構成員若しくは協力

会社に変更することを求めることができる。 

 

ウ 改善・復旧計画の実施及び改善状況の確認 

事業者は、改善・復旧計画書に基づき、定められた期限までに改善措置を実施し、

国に報告する。 

国は、改善・復旧状況を確認する。また、改善・復旧計画書において定めた期限

までに改善・復旧を確認できない場合は、再度前記アの再改善勧告の手続きに移行

する。 

 

③ 減額措置 

    国は、事業者の業務不履行があった場合には、上記の改善勧告等の手続きと併行 

して、罰則点の付与及びサービス対価の減額の措置をとる。詳細については、８を参

照のこと。 

 

④ 契約解除 

国は、前記①から③の手続きを繰り返しても業務不履行の状態の改善・復旧が明ら

かに困難と判断した場合には、本契約の解除を行うことができる。 
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【対象施設及び対象設備の維持管理等に関する業績等の監視及び改善要求措置等の手続きフ

ロー】（その１） 

 

業務不履行が存在する

事業開始

モニタリング

改善勧告

計画書は提出されたか

Yes

Yes

No

No

改善・復旧計画書

改善実施

改善されたか
No

サービス対価

支払日到来

サービス対価支払

減額金額等の算定

Yes

罰則点消滅

Yes

内容は適正か

Yes

No

No

事業の実施

再改善勧告へ
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【対象施設及び対象設備の維持管理等に関する業績等の監視及び改善要求措置等の手続きフ

ロー】（その２） 

 

改善・復旧が困難である

構成員または協力会社の変更

No

Yes

減額金額等の算定
No

改善されたか

再改善勧告

改善・復旧計画書

内容は適正か

改善実施

Yes

No

計画書は提出されたか

Yes

No

改善・復旧が困難である

契約解除

Yes

No
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５ 本事業衛星の運用に関する業績等の監視及び改善要求措置等 

 

（１）業績等の監視方法 

国は、本事業衛星の運用業務について、業務の業績等が要求水準を達成しているかどう

かを確認する。 

 

① 監視項目及び判断基準 

監視項目及び判断基準は、原則として要求水準によるが、業務不履行により発生す

る状態が本事業衛星の運用において基本的な機能を損なう状態である「重大な事象」

と、それ以外に各機能に支障を与えるような状態である「重大な事象以外の事象」の

二つの事象に分類する。 

 

ア 重大な事象 

本事業衛星の運用業務に関する重大な事象については、以下に示すものである。

なお、発生した事象が重大な事象であるか否かについては、予め定めた基準により

国が判断する。 

・運用業務において、事業者の責により放射計データ又は通報局資料が国へ伝送

されない事象 

・運用業務において、事業者の責により本事業衛星の基本的な機能が損なわれた

状態となる事象 

 

イ 重大な事象以外の事象 

重大な事象以外の事象については、本事業衛星の運用業務が要求水準を達成して

いないことにより、各機能に支障を与えているか否かにより判断する。 

 

② 確認方法 

  書類による確認と実地における確認を行うものとする。 

 

ア 書類による確認 

確認する書類及び確認時期は以下のとおりとする。 

また、国は、必要に応じて、事業者に対して本事業衛星の運用業務に係る追加の

書類の提出を求めることができる。 

 

 提出書類 提出時期 

① 年間衛星運用計画書 各事業年度開始前 

② 月間衛星運用計画書 対象月開始前 
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③ 週間衛星運用計画書 対象週開始前 

④ 年間衛星運用実績報告書 対象年度終了後１ヶ月以内 

⑤ 月間衛星運用実績報告書 対象月終了後７日以内 

⑥ 週間衛星運用実績報告書 対象週終了後１日以内 

⑦ 混信状況報告書 定期 

 

イ 現地における確認 

国は、必要と認めるときは、本事業衛星の運用業務の実施状況を実地において確

認する。 

 

（２）改善要求措置等 

① 改善勧告等 

ア 改善勧告 

業績等の監視により業務不履行が確認された場合、国は、事業者に直ちにその改

善・復旧を行うよう改善勧告を行う。 

 

イ 改善・復旧計画の作成、確認 

事業者は、改善勧告に基づき、直ちに業務不履行の状態を改善・復旧することを

内容とする改善・復旧計画書を作成し、国に提出する。ただし、業務不履行の改善

に緊急を要し、応急処置等の実施が合理的であると判断される場合には、事業者は

自らの責任において応急処置等の適切な処置をとるものとし、これを国に報告する。 

国は、事業者の提出した改善・復旧計画書について、業務不履行の状態の改善・

復旧ができる内容であるかどうかを確認する。なお、国は、業務不履行の状態が改

善・復旧できる内容と認められない場合、又は内容が合理的でないと判断した場合

は、改善・復旧計画書の変更、再提出を直ちに行うよう求めることができる。 

     また、事業者から直ちに改善・復旧計画書が提出されない場合は、②の再改善勧

告等の手続きに移行する。 

 

ウ 改善・復旧計画の実施及び改善状況の確認 

事業者は、改善・復旧計画書に基づき、定められた期限までに改善措置を実施し、

国に報告する。 

国は、改善・復旧状況を確認する。また、改善・復旧計画書において定めた期限

までに改善・復旧を確認できない場合は、②の再改善勧告等の手続きに移行する。 

 

② 再改善勧告等 

ア 再改善勧告 
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国は、前記①の改善勧告等の手続きによっても改善・復旧が確認できない場合は、

事業者に対して期限を定めて再改善勧告を行う。 

 

イ 改善・復旧計画の作成、確認 

事業者は、再改善勧告に基づき、直ちに業務不履行の状態を改善・復旧すること

を内容とする改善・復旧計画書を作成し、国に提出する。当該改善・復旧計画書に

おいては、業務不履行未改善の原因を明記しなければならない。 

国は、事業者の提出した改善・復旧計画書について、業務不履行の状態の改善・

復旧ができる内容であるかどうかを確認する。なお、国は、業務不履行の状態が改

善・復旧できる内容と認められない場合、又は内容が合理的でないと判断した場合

は、改善・復旧計画書の変更、再提出を直ちに行うよう求めることができる。 

また、事業者から直ちに改善・復旧計画書が提出されない場合、又は提出された

改善・復旧計画書の内容がその変更を求めても改善・復旧することが明らかに不可

能であると認められる場合には、事業者との協議によって、業務不履行となった業

務を受託又は請け負っている構成員若しくは協力会社を、他の構成員若しくは協力

会社に変更することを求めることができる。 

 

ウ 改善・復旧計画の実施及び改善状況の確認 

事業者は、改善・復旧計画書に基づき、定められた期限までに改善措置を実施し、

国に報告する。 

国は、改善・復旧状況を確認する。また、改善・復旧計画書において定めた期限

までに改善・復旧を確認できない場合は、再度前記アの再改善勧告の手続きに移行

する。 

 

③ 減額措置 

    国は、事業者の業務不履行があった場合には、上記の改善勧告等の手続きと併行 

して、罰則点の付与及びサービス対価の減額の措置をとる。詳細については、８を参

照のこと。 

 

④ 契約解除 

国は、前記①から③の手続きを繰り返しても業務不履行の状態の改善・復旧が明ら

かに困難と判断した場合には、本契約の解除を行うことができる。 
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【本事業衛星の運用に関する業績等の監視及び改善要求措置等の手続きフロー】 

（その１） 

 

業務不履行が存在する

事業開始

モニタリング

改善勧告

計画書は提出されたか

Yes

Yes

No

No

改善・復旧計画書

改善実施

改善されたか
No

サービス対価

支払日到来

サービス対価支払

減額金額等の算定

Yes

罰則点消滅

Yes

内容は適正か

Yes

No

No

事業の実施

再改善勧告へ
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【本事業衛星の運用に関する業績等の監視及び改善要求措置等の手続きフロー】 

（その２） 

 

改善・復旧が困難である

構成員または協力会社の変更

No

Yes

減額金額等の算定
No

改善されたか

再改善勧告

改善・復旧計画書

内容は適正か

改善実施

Yes

No

計画書は提出されたか

Yes

No

改善・復旧が困難である

契約解除

Yes

No
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６ 事業終了時における業績等の監視及び改善要求措置等 
 

（１）業績等の監視方法 

国が確保する事業実施用地に対象施設及び対象設備を整備する場合、国は、事業期間の

終了時において、対象施設及び対象設備の性能が要求水準を達成しているかどうかを確認

する。 

 

① 監視項目及び判断基準 

監視項目及び判断基準は原則として要求水準により、事業者の責めに帰する事由に

より要求水準を達成していないかどうかを判断する。 

 

② 確認方法 

国は事前に通知を行い、事業終了時の６ヶ月程度前に、書類による確認と実地にお

ける確認を行う。 

 

ア 確認する書類は以下のとおり。 

・完成図 

・その他国が必要と認める資料 

 

   イ 実地における確認 

     上記アの書類の内容が事実であるかどうかを実地において確認する。 

 

（２）改善要求措置等 

  ① 改善勧告等 

ア 改善勧告 

業績等の監視により要求水準を達成していないと判断した場合には、国は事業者

に対して直ちにその改善・復旧を行うよう改善勧告を行う。 

 

イ 改善・復旧計画の作成、確認 

事業者は、改善勧告に基づき、改善・復旧することを内容とする改善・復旧計画

書を作成し、国に提出する。 

国は、事業者の提出した改善・復旧計画書について、改善・復旧ができる内容で

あるかどうかを確認する。なお、要求水準を達成していない状態が改善・復旧でき

る内容と認められない場合、又は内容が合理的でないと判断した場合は改善・復旧

計画書の変更、再提出を求めることができる。 
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ウ 改善・復旧計画の実施及び改善状況の確認 

事業者は、改善・復旧計画書に基づき、直ちに改善措置を実施し、国に報告する。 

国は、改善・復旧状況を確認する。また、改善・復旧計画書において定めた期限

までに改善・復旧を確認できない場合は、再度前記アの改善勧告の手続きに戻る。 

 

② 契約解除 

事業終了時までに改善される見込みがない場合には、国は、事業者の債務不履行と

判断して、事業期間終了前に本契約の解除を行うことができる。 
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【事業終了時における業績等の監視及び改善要求措置等の手続きフロー】 

 

要求水準を達成していない

事業開始

モニタリング

改善勧告

内容は適正か

改善される見込みがあるか

契約解除

Yes

Yes

No

No

NoYes

改善・復旧計画書の提出

改善実施

改善されたか

No

Yes

業務の実施

改善される見込みがあるか

Yes

No
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７ 業務不履行発生後の対処方法 
 

（１）基本的な考え方 

事業者は、業務不履行の発生が確認され、直ちに改善・復旧するよう国から改善の通告

を受けた場合には、直ちにかつ誠意をもって、改善・復旧計画書を国に提出し、その承認

を得て、業務不履行の状態の改善・復旧行為の実施にあたる。 

その際には、先に示した所定の手続きに従い、計画的に実施する。 

ただし、発生した事象の内容により、業務不履行の改善に緊急を要し、応急処置等の実

施が合理的であると判断される場合には、事業者は自らの責任において応急処置等の適切

な処置をとるものとし、これを国に報告する。 

 

（２）改善・復旧計画書 

事業者は、直ちに業務不履行の状態の改善・復旧を行うよう国から改善の通告を受けた

場合には、直ちに改善・復旧計画書を作成し、国に提出し、その承諾を得る。 

 

① 記載内容 

・業務不履行の内容 

・業務不履行の場所 

・業務不履行の原因 

・改善・復旧の方法 

・改善・復旧の期限 

・改善・復旧の責任者 

 

② 再提出 

国は、改善・復旧計画書の記載内容に不備がある場合、又は記載内容が妥当でない

と判断した場合には、再提出を求めることがある。国は改善・復旧計画書の再提出を

求める場合には、再提出が必要と判断した理由を事業者に提示する。再提出の場合は、

国が提示した理由に対する対処方策を付記し、改めて改善・復旧計画を作成し、提出

し、その承諾を得る。 

 

③ 再勧告の場合の改善・復旧計画書 

・業務不履行の内容 

・業務不履行の場所 

・業務不履行未改善の原因 

・改善・復旧の方法 

・改善・復旧の期限 

・改善・復旧の責任者 
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８ 業務不履行に伴う罰則点の付与及び減額措置 
 

（１）重大な事象の場合 

① 改善勧告の手続きを行った場合 

業務不履行を確認した日の属する期の支払予定の維持管理費（以下「当期維持管理

費」という。）若しくは運用費（以下「当期運用費」という。）の 10％相当額を減額す

る。 

 

② 発生した事象が、以前に発生した「重大な事象」と同一の内容である場合 

発生した事象が、以前に発生した「重大な事象」と同一の内容である場合（以下「重

大な事象の再発」という。）には、前記①に加えて、その重大な事象の再発回数に応じ

て次の減額を行う。 

・重大な事象の再発回数×（当期維持管理費若しくは当期運用費）の 10％相当額 

 

③ 再改善勧告の手続きを行った場合 

前記①及び②の減額に加えて、当期維持管理費若しくは当期運用費の 10％相当額を

減額する。 

 

④ 維持管理費若しくは運用費の支払留保 

上記の減額に加えて、業務不履行の日から改善・復旧を確認する日までの間、当期

維持管理費及び当期運用費相当額の支払を留保する。 

 

（２）重大な事象以外の事象の場合 

① 減額金額の算定 

減額算定は、維持管理費及び運用費に罰則点を付与し、当期内の罰則点の累積の合

計に応じて、当期維持管理費若しくは当期運用費の減額割合を決定する。 

業務不履行が翌期に継続した場合、翌期の累積罰則点にこれを含める。 

罰則点と減額割合の関係は、以下のとおりとする。 

 

累積の罰則点の合計 減額割合 

10 点未満 0％ 

10 点以上 15点未満 １点あたり 0.4％（ 4～ 6％）減額 

15 点以上 20点未満 １点あたり 0.8％（12～16％）減額 

20 点以上 25点未満 １点あたり 1.2％（24～30％）減額 

25 点以上 １点あたり 2.0％（50％～） 減額 
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② 業務不履行を確認し、改善勧告を行った場合 

罰則点（１点）を付与する。 

 

③ 発生した事象が、以前に発生した「重大な事象以外の事象」と同一の内容である場

合 

発生した事象が、以前に発生した「重大な事象以外の事象」と同一の内容である場

合（以下、「重大な事象以外の事象の再発」という。）で、これが過去１年以内に認め

られる場合、前記②に加えて、更なる罰則点付与を行う。 

・重大な事象以外の事象の再発回数×１点 

 

④ 再改善勧告の手続きを行った場合 

前記②及び③の罰則点に加えて、さらに罰則点（５点）を付与する。 

 

⑤  業務不履行に関して業務を一部実施していないと判断される場合 

国は、再改善勧告の手続きを行った後にも、改善・復旧がなされていないと判断さ

れる場合においては、前記②、③及び④の措置に加え、改善・復旧を確認する日まで

の間、当期維持管理費及び当期運用費相当額の支払を留保する。 

 

（３）減額値と支払額算定の関係 

① 支払額算定の考え方 

ア 当期の減額の合計が当期維持管理費若しくは当期運用費を超えた場合 

維持管理等に係る当期の減額の合計値が当期維持管理費を超えた場合には、当期

運用費から減額する。 

また、運用に係る当期の減額の合計値が当期運用費を超えた場合には、当期維持

管理費から減額する。 

上記の減額をした後においても、なお減額すべき金額が存在する場合においては、

その他費用からの減額及び施設・設備整備費の支払いの留保を行う。年度末には留

保している施設・設備整備費を支払うものとするが、留保期間は翌期の支払期間に

持ち越す。 

 

イ 減額以外の損害賠償等 

国は、減額の手続とは別に、業務不履行に伴う損害賠償を事業者に請求すること

ができる。 

 

ウ 減額値等の有効期限 

罰則点等の減額値は、当期限りにおいて有効とし、翌期以降には持ち越さないも
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のとするが、再発の履歴等については、構成員又は協力企業の変更にかかわらず、

重大な事象については事業期間全体、重大な事象以外の事象については過去１年間

にわたって有効とする。 

 

（４）業務不履行に伴う罰則点の付与の留保 

  業務の不履行なく本件事業が遂行された期間に応じて、（２）における罰則点の付与を留

保する。 

① 罰則留保点の付与 

    業務の不履行なく本件事業が遂行されている場合、その状態の継続期間に応じ、罰

則留保点を付与する。 

    ・業務の不履行なく本件事業が遂行された期数×１点 

 

② 罰則点の付与の留保 

    （２）において業務不履行が確認され、罰則点が付与されることとなった場合、当

該罰則点と前記①による罰則留保点を相殺することができる。 

 

③ 罰則留保点の有効期限 

    付与された罰則留保点は、前記②により罰則点と相殺された分を除き、事業期間全

体にわたって有効とする。ただし、重大な事象が発生した場合は、付与された罰則留

保点は全て無効となるものとする。 

 

 

 

 

 

 


